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令 和 ４ 会 計 年 度 事 業 計 画 

区   分 業 務 別 計 画 

１ 放送大学
を設置し，こ
れを運営す
ることに関
する事項 

（１）学生の募集等 

 

入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

教養学部 【求める人材像】 
本学は，広く国民に高等教育の機会を提供することを教育理念と

しており，一定の条件を満たし，学ぶ意欲のある者であれば誰でも
入学することができます。 

 
【入学者選抜の方法】 

本学の教育理念に鑑み，入学者選抜は行いません。 
 
【求める学習成果】 

高等学校卒業など，一定の条件を具備していることが条件となり
ます。 

大学院文化科学研究
科（修士課程） 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等における豊かな経験を持つ社会人や，専門領域に
おける基礎知識を有し，学問及びその実践への応用に対する意欲と
広い問題意識を持って，生涯にわたってあらゆる機会，場所において
学び，その成果を生かしていくことができる学習者を求めます。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施し
ます。第１次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選考を
実施し，最終合格者を決定します。第１次選考は英語読解力（一部の
プログラム）及び専門的知識や思考力を問う筆記試験，第２次選考は
提出書類を基にした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

学士課程卒業など，一定の要件を満たすことが条件です。 

大学院文化科学研究
科（博士後期課程） 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等において直面する課題を解決するための実践に
取り組み，豊かな経験知・実践知を有する社会人や，学問知の獲得に
強い意志と意欲を持ち，より高度な教養知の修得を目指し，生涯にわ
たってあらゆる機会，場所において学び，その成果を生かしていくこ
とができる学習者を求めます。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施し
ます。第１次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選考を
実施し，最終合格者を決定します。第１次選考は英語読解力及び高度
な専門的知識や思考力を問う筆記試験，第２次選考は提出書類を基
にした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

修士課程修了など，一定の要件を満たすことが条件です。 
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以下のとおり令和４年度第２学期及び令和５年度第１学期学生募集を行い，入学者の決定を行う。 
修士全科生・博士全科生の入学者選考については，新型コロナウイルス感染症対策の拡大防止措置

を徹底したうえで WEB 会議システムも活用しながら実施する。 
 

区  分 
入学 
定員 

（人） 
募集期間等 

教養学部 

令和４年度第２学期 
全科履修生 

15,000 
（第１回）６月 10 日～８月 31 日 
（第２回）９月 １日～９月 13 日 令和４年度第２学期 

選科履修生，科目履修生 
40,000 

令和５年度第１学期 
全科履修生 

15,000 
（第１回）11 月下旬～２月 28 日 
（第２回）３月１日～３月中旬 令和５年度第１学期 

選科履修生，科目履修生 
40,000 

令和４年度 
集中科目履修生 

― （学校図書館司書教諭）５月１日～５月 31 日 

大学院 
文化科学 
研究科 

令和５年度 
修士全科生 

500 

８月 15 日～８月 26 日 募集期間 
10 月１日   第１次選考（筆記試験） 
11 月 12,13 日 第２次選考（面接試問） 
12 月 14 日   最終合格者決定 

令和４年度第２学期 
修士選科生，修士科目生 

11,000 
（第１回）６月 10 日～８月 31 日 
（第２回）９月 １日～９月 13 日 

令和５年度第１学期 
修士選科生，修士科目生 

11,000 
（第１回）11 月 26 日～２月 28 日 
（第２回）３月 １日～３月中旬 

令和５年度 
博士全科生 

15 

８月 15 日～８月 26 日 募集期間 
10 月１日  第１次選考（筆記試験） 
11 月５日  第２次選考（面接試問） 
12 月 14 日  最終合格者決定 

（注）募集期間等は予定である。 
 
学費は下記のとおりとする。 

 
① 教養学部 

学生の種類 入学料 授業料 

全科履修生 24,000 円 

1 単位当たり 
5,500 円 

選科履修生 9,000 円 

科目履修生 7,000 円 

集中科目履修生 5,000 円 

 
② 大学院文化科学研究科 

学生の種類 検定料 入学料 授業料 研究指導料 臨床心理実習費 

修士全科生 30,000 円 48,000 円 

1 単位当たり 
11,000 円 

1 年間につき 
88,000 円 

20,000 円 

修士選科生 

― 

18,000 円 

― ― 

修士科目生 14,000 円 

博士全科生 30,000 円 48,000 円 
1 単位当たり 

44,000 円 
1 年間につき 
352,000 円 

― 
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また，以下のとおり広報活動を行う。 
 

① 入学者数及び総科目登録数の増加を図るため，データ分析や費用対効果の検証等を活用し，令
和４年度第２学期及び令和５年度第１学期の学生募集に係る効果的な広報を展開する。 

   ・学生募集用ポスター，学生募集用リーフレット，動画 CM 等広報資料の作成 
   ・Web，新聞，テレビ，雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施 
   ・学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 
   ・インターネットを活用した大学説明会，オープンキャンパス及び個別相談会の実施 
   ・入学検討者をサポートする動画コンテンツの作成及びインターネット配信 
   ・学校及び図書館等公共機関への資料配付協力要請 
   ・関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びウェブサイトの活用 
 

② 本学のブランドイメージに基づいて各種広報を行い，定期定量評価で検証しながら本学の認知
度向上を図る。 

   ・本学ウェブサイトのリニューアル等による Web 広報の充実 
   ・より効果の高いメディア（Web，新聞，テレビ，雑誌等）を活用した広報の実施 
   ・公開講演会の企画・実施 

・図書館所蔵コレクションを利用した展示会協力 
 
 
（２）学生の教育等 
 

教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

教養学部 【教育課程編成】 
  学生の幅広いニーズに対応した体系的かつ弾力的なカリキュラム
となるよう，学問分野に応じた系統的学習により教養を深めること
ができ，また，教養の幅を広げるため，特定の学問分野を超えた幅広
い知識の修得が可能となるよう，柔軟性のある教育課程編成となっ
ています。 

 
【教育内容・方法】 
  様々な学生ニーズに対応した授業を，それぞれの環境に合わせて
学習できるよう，本学では，テレビ・ラジオによる放送授業，インタ
ーネットを活用したオンライン授業，そして教員と直接対面して行
う面接授業の３つの形態により授業を実施しており，いつでもどこ
でも学べる環境を確保しています。 

 
【学習成果の評価方法】 
  単位認定試験の結果により成績評価を行います。単位認定試験を
課さないオンライン授業においては，各回における形成的評価と，最
終回後に行われる達成度評価の結果を総合的に判断して成績評価を
行います。 

大学院文化科学研究
科（修士課程） 

【教育課程編成】 
  修士課程においては，専門知識を修得するための授業科目と研究
能力を養う研究指導を提供します。授業科目は深く広い教養の涵養
を図るため，所属するプログラムの科目と他プログラムの推奨科目
及び関連科目で構成しています。また，学士課程の教育課程との有機
的接続を念頭に置き，修士課程に同分野における発展系の科目も開
設します。研究指導は，主として論文執筆や研究方法論，学術的研究
手法等の実践的コースワークを重視し，修士論文等を段階的・計画的
に作成できるよう，修士課程の２年間を通じて指導します。 

 
【教育内容・方法】 
  授業科目は，テレビ・ラジオによる放送授業の他，インターネット
を活用したオンライン授業を提供します。研究指導では，対面やWeb
会議システムなどにより個別ないし数人に対する指導を行います。
また，各学期の後半では，研究指導教員が課題を出し，それに対する
各人のレポートへのフィードバックを行う課題研究の機会，あるい
は集中面接授業の機会を設けています。このようにして，いつでもど
こでも学べるという柔軟性を持ちつつ，遠方に在住している学生に
対しても個別指導の機会を提供します。 
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【学習成果の評価方法】 
  授業科目は，単位認定試験の結果により成績評価を行います。単位
認定試験を課さないオンライン授業は，各回における形成的評価と，
最終回後に行う達成度評価の結果を総合的に判断して厳格な成績評
価を行います。研究指導は，修士論文等に対する審査と口頭試問の結
果を総合的に判断して，修士の学位に相応しいか否かの成績評価を
行います。 

大学院文化科学研究
科（博士後期課程） 

【教育課程編成】 
  博士後期課程においては，高度な専門知識や精緻な研究方法を修
得するための基盤研究科目と高い研究能力を養う特定研究科目を提
供します。基盤研究科目では，学術理論及び高度な研究方法を多角的
視点から習得するため，メジャー研究分野の科目とマイナー研究分
野の科目で構成しています。特定研究科目では，博士論文を段階的・
計画的に作成できるよう，３年間の対面指導を行い，プログラムの枠
を超えて，専攻するメジャー研究分野のみならず，マイナー研究分野
も加えた専任教員が指導に当たります。定期的に開催される研究指
導では，論文執筆に関する指導に加え，研究方法論も指導します。 

 
【教育内容・方法】 
  基盤研究科目のうち，メジャー研究分野関連教員のオムニバス講
義である特論では，対面により授業を行い，メジャー研究分野及びマ
イナー研究分野の研究法では，対面やWeb会議システムなどにより指
導を行います。また，特定研究科目では，定期的に課題を出し，対面
により指導します。このようにして，通信教育を基本とする本学にお
いても，密度の濃い授業や研究指導を実施します。 

 
【学習成果の評価方法】 
  基盤研究科目は，授業における学習状況と提出されたレポートを
基に成績評価を行います。特定研究科目は，博士論文に対する審査と
口頭試問の結果を総合的に判断して，博士の学位に相応しいか否か
の成績評価を行います。 

 

 
① 学生に対して放送授業，通信指導，単位認定試験，面接授業，オンライン授業，研究指導を実
施する。 

 

放送授業 

・放送授業の放送期間 
 第１学期 
令和４年４月１日～７月 14 日 

 
第２学期 
令和４年 10 月１日～12 月 28 日 
令和５年 １月５日～１月 20 日 

 
・第１学期，第２学期ともに，学部 281 科目（うち新規開設 43 科目），大学院
54 科目（うち新規開設 10 科目）を放送 

 
・令和４年 12 月 29 日～令和５年１月４日を「年末・年始学習期間」として，また令和４

年７月 15 日～９月 30 日を「夏期学習期間」，令和５年１月 21 日～３月 31 日を「冬期
学習期間」として，授業番組の一部を再放送 
※ 第２学期の番組編成期間は現時点での予定である。 

・なお，各学習期間に限っては一部の授業科目に加え，以下の科目も放送。 
夏期：「司書教諭資格取得に資する科目」（４科目） 

「教員免許更新講習に関する科目」（８科目）（教養のための番組として放送） 
冬期：「教員免許更新講習に関する科目」（８科目）（教養のための番組として放送） 

通信指導 

通信指導提出期限 
（第１学期） 
（第２学期） 
〔（集中科目履修生） 

 
令和４年 ５月 31 日 
令和４年 11 月 29 日 
令和４年 ８月 17 日〕 
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単位認定 
試験 

単位認定試験実施期間 
（第１学期） 
（第２学期） 

 
令和４年７月 15 日～７月 26 日 
令和５年１月 17 日～１月 25 日 
※新型コロナウイルスの感染拡大を契機に単位認定
試験実施方法の改善に取組み，Web 受験方式にて
実施予定。 

集中科目履修生 
 「司書教諭資格取得に資する科目」 令和４年 10 月７日 単位認定レポート提出期限 

面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スク
ーリング） 
※新型コロナウイルス感染症対策の拡大防止措置を徹底したうえで，各講
座の受講定員削減や，Web 授業への変更などの措置を行いながら 従来対
面で行っていた面接授業を実施する。 

 
・面接授業の開講期間 
 第１学期 令和４年 ４月～８月 
 第２学期 令和４年 10 月～令和５年２月 
 ※面接授業は 90 分の授業を７回,45 分の授業を１回,計８回実施 
  （授業時間とは別に成績評価のための試験・レポート等の時間を設定） 

オンライン
授業 

・オンライン授業の配信期間 
第１学期 令和４年 ４月５日～令和４年８月 31 日 
第２学期 令和４年 10 月５日～令和５年２月 28 日 

 
・第１学期 学部 41 科目（うち新規開設２科目）, 第２学期 学部 44 科目
（うち新規開設３科目）,第１学期,第２学期ともに,大学院 34 科目（うち
新規開設１科目）を配信 

 
＜同時双方向 Web 授業＞ 
・開講期間 
第１学期 令和４年 ５月１日～令和４年７月上旬 
第２学期 令和４年 11 月１日～令和５年１月上旬 

 
以下の２パターンで開講 

 ※同時双方向 Web 授業：１単位 
90 分の授業を７回,45 分の授業を１回,計８回 Web 会議システムにて実
施 
（Web 会議システム授業時間とは別に成績評価のための試験・レポート
等を設定） 

※同時双方向 Web 授業：２単位（オンデマンド併用型） 
90 分の Web 会議システム授業を８回,オンデマンド授業を７回,計 15 回
実施 
（Web 会議システム授業時間とは別に成績評価のための試験・レポート
等を設定） 

研究指導
（大学院） 

・大学院修士課程では研究指導並びに修士課程第２年次の学生については修
士論文等の審査を実施 

・大学院博士後期課程では，３名の教員による研究指導体制で博士論文作成
のための指導並びに博士後期課程第３年次の学生については，博士論文等
の審査を実施 

※新型コロナウイルス感染症の感染状況により対面授業の実施については弾
力的に対応するが，学生の利便性を考慮し今後も Web 会議システムを活用
しながら適正な方法で研究指導・口頭試問を行う。 

 
 ② 社会と時代の要請に応じた授業科目や資格関連科目を積極的に開設するとともに，学習者や社

会のニーズを踏まえた「科目群履修認証制度（放送大学エキスパート）」の改善，インターネッ
ト配信公開講座の拡充等，リカレント教育の充実を図る。 

 
③ 学生の情報リテラシー向上のため，学習センターで面接授業等による情報リテラシー教育を実

施するとともに，学生の情報セキュリティ意識向上のため，eラーニングによる情報セキュリテ
ィ教育を実施する。 

 
④ 学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，テレビ授業科目，ラジオ

授業科目のインターネット配信及び IP サイマルラジオの配信を実施する。 
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⑤ 各種資格の取得に資する教育を実施する。 
専修免許状，特別支援学校教諭免許状，幼稚園教諭免許状，学校図書館司書教諭資格，学芸員

資格，看護師資格，公認心理師資格，認定心理士資格等に対応する科目を提供する。 
 

⑥ 人生 100 年時代における社会人の多様な学び直しニーズに応え，忙しい社会人でも学びやすい
よう，インターネット上で学習するオンライン授業科目を新たに６科目開講する。 

 
⑦ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に認証状を発行・授与する科目群履修認証制度「放送

大学エキスパート」を 20 プラン実施する。 
 
⑧ 他大学・専修学校等との単位互換・連携協力を推進する。 

 
⑨ 数理・データサイエンス・AI 人材の育成に関し，リテラシーレベルや応用基礎レベル等のイン

ターネット配信公開講座を提供するとともに，社会人向けのリカレント教育や社会的なニーズの
高いエキスパートレベルの内容を含む講座を新たに制作する。また，令和３年度から実施の科目
群履修認証制度「放送大学エキスパート」の「データサイエンスリテラシープラン」等を通じて，
学生がリテラシーレベルの内容を身に付けられるように取り組む。 

 
⑩ 受講者のキャリアアップに資する実践的な講習を提供し認証を行う「キャリアアップ支援認証
制度」として，「数理・データサイエンス・AI（リテラシーレベル）講習」，「数理・データサイエ
ンス・AI（応用基礎レベル）講習」，「プログラミング教育プラン」等の提供を行う。 

 
⑪ 本学の保有する映像コンテンツやノウハウを生かし，他大学等における教育の充実・高度化に
寄与するための取り組みを実施する。 

 
⑫ 新型コロナウイルス感染症対策のために面接授業の一部代替措置として実施した Web 授業に
ついて，新たな授業の形態として位置づけ，令和４年度からの同時双方向 Web 授業の本格実施・
制度化を実現した上で，実施状況を検証して改善につなげる。 

 
⑬ 学生指導や成績処理，単位認定などの教育活動・学務事務をリモートで実施する環境整備を行
う。 

 
⑭ IBT（Internet Based Testing）による単位認定試験の令和５年度からの本格実施に向けて，

試行を開始した上で，試行状況を検証し改善につなげる。 
 
（３）卒業の認定等 
 

卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

教養学部 【資質・能力等の養成】 
人文・社会・自然の各学問分野を中核とする幅広い知識を修得し，

豊かな教養の涵養を図ることにより，様々な課題に対して，複眼的視
点からのものの見方や考え方ができるようになり，物事の本質を見
極めることのできる総合的理解力が身につきます。 
これらの資質・能力を身につけることにより，職場や日々の生活な

どで生じる様々な課題に対して，物事の本質を見極め，それらの課題
を解決するための糸口を見出すことができる人材を養成します。 

 
【卒業に必要となる学習成果（条件）】 
  複数の分野にまたがって124単位以上を修得する必要があります。 

大学院文化科学研究
科（修士課程） 

【資質・能力等の養成】 
専攻する専門分野に加えて，他の分野における専門知識や技能を

修得し，深く広い教養を身につけることにより，学術的な研究遂行能
力，高度な職業的知識や技能に基づく総合的判断力及び様々な課題
に対して自らの力で解決する能動的探究力を涵養します。 
これらの資質・能力により，地域社会や職場等，現代社会における

様々な課題を自らの力で解決し，それぞれの地域社会や職場等にお
いて活躍する実践的人材を養成します。 

 
【課程修了に必要となる学習成果（条件）】 

授業科目と研究指導科目を合わせて30単位（臨床心理学プログラ
ムは34単位）以上修得し，修士論文等の審査及び試験に合格すること
が課程修了・学位取得の要件です。 
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大学院文化科学研究
科（博士後期課程） 

【資質・能力等の養成】 
主に専攻する学問分野（メジャー研究分野）に加えて，関連する学

問分野（マイナー研究分野）など，他分野における高度な専門的知識
や技能を修得し，学術の理論及び応用の深奥を極めることにより，物
事を俯瞰的に観察する能力と解決が困難な実際的課題に対応できる
創造的実践力が身につくよう指導します。 
これらの資質・能力により，社会に知を発信し，地域社会や職場等

における困難な課題を自らの力で解決し，それぞれの地域社会や職
場等の未来を切り拓く知的リーダーとして活躍する人材を養成しま
す。 

 
【課程修了に必要となる学習成果（条件）】 

授業科目と研究指導科目を合わせて17単位以上修得し，博士予備
論文及び博士論文の審査及び試験に合格することが課程修了・学位
取得の要件です。 

 

 

 
 
（４）教材の作成等 
 
① 新たに開設する授業科目の放送教材・印刷教材（51 科目）及びオンライン教材（10 科目）を作

成する。 
 
② 聴覚障害者等による受講の便宜を図るため，テレビ授業科目 28 科目（放送番組 420 本）につい

て字幕を付与する。また，一部のラジオ授業科目のインターネット配信について字幕を付与する。 
 
③ 生涯学習支援番組（教育研究成果を広く社会に開放し生涯学習に資するための公開講座。以下

同じ。）を制作する。 
 
④ 放送番組の二次利用等の円滑化に資するため，番組制作段階において著作権処理について十分

配慮するとともに，著作権処理データベースを運用し，著作権処理業務を適切に実施する。 
 
⑤ 放送番組及びオンライン授業の制作にあたっては引き続き執行プロセスを厳格に管理するな

ど効率的な執行に努める。 
 
 
（５）学習センターの運営等 
全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うため，学習センターの運営及び整

備を行う。また，新型コロナウイルス感染症対策の拡大防止措置を徹底するとともに，学習機会の充
実，障がいのある学生への支援及び講義室の有効活用等を図る。 
 
① 各学習センターの独自性を発揮し，地域の実情を踏まえた面接授業を企画・開設する。 

※新型コロナウイルス感染症対策として，各授業の受講定員削減や Web 授業への変更などの措置
を行う。 

 
② Web 単位認定試験を実施する。 

※学習センター受験希望者及び特別措置希望者への支援，問い合わせへの対応等を実施する。 
 
③ 学習センター内の Wifi 環境充実や，地域の公共施設等との連携を通じて学習機会を提供する。 

 
④ 図書の閲覧，学習相談，証明書の発行等の学習支援を行う。なお，学習相談については Web 会

議システムを積極的に活用したリモート形式での学習相談等を推進する。 
 
⑤ 新聞放送，交通，施設など各種媒体での広告，公開講演会や個別相談会の開催，自治体や学校

等との連携強化により当該地域の広報活動・学生募集活動を実施する。 
 
 
（６）施設設備の整備 
 
① 本部及び学習センターの特別修繕を行う。 

 
② 教育研究に必要な設備等の整備及び図書・学術雑誌の充実を図る。 
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③ 学園全体の情報資産を統括し，システム整備等の意思決定がより主体的に行えるよう，CIO・
CISO を中心とした体制の機能充実に向けた検討など，全学的な DX 推進・IT 環境整備を進める。 

 
 
（７）教育改善の取組み 
 
① 授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施する。 

 
② 学部･大学院の教育方法改善を図るため，FD（Faculty Development）を実施する。 

 
③ 学習機会の提供の充実を図るためオンライン授業科目を開設・運営するとともに，ICT 活用教

育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行う。 
 
④ LA（Learning Analytics）機能の充実と教育システムの高度化を図るため,コンテンツ配信や

IBT（Internet Based Testing）等の機能を搭載したプラットフォームを整備し，他大学や教育
委員会等にも供用する。 

 
⑤ 社会的包摂を推進するため，障害者の生涯学習の充実に向け，調査研究等の取組を実施する。 

 
 
（８）国際交流の推進 
 
① 海外協定締結大学との連携強化，アジア公開大学連合(AAOU)等への参画，海外大学との連携を
活かした教育研究に取り組む。 

 
② 在外邦人等への教育機会の提供に向けた検討を行う。 

 
③ 海外の遠隔高等教育機関から，ICT 活用教育に関し情報収集を行う。 

 
 
（９）研究活動の推進 
 
① 外部資金獲得に応じたインセンティブの付与を通じ，研究活動の促進を行う。 

 
② 学習教育戦略研究所において，学習・教育情報の分析等を通じた，より効果的な学習・教育方

法の調査・研究やその成果の活用，学園経営の改善に資する各種情報の収集・分析やその成果の
活用等を行う。 

 
③ 放送大学の教授形態の多様性と諸特性を踏まえたメディア教育の研究・開発を推進するため，

メディア教育研究開発センター（仮称）の令和５年度までの設置に向けた取り組みを行う。 
 
 
（10）安定的な経営基盤の確保 
 
① リカレント教育の充実など，社会ニーズの高い教育コンテンツの提供等の取組を通じて，収入

の確保・増加に取り組む。 
 
 
 
 
 
 

２ 放送大学
における教
育に必要な
放送の実施
に関する事
項 

（１）放送の実施 
 
テレビは BS231ch（生涯学習支援番組，告知番組），BS232ch（授業番組，告知番組），ラジオは BS531ch

（授業番組，告知番組）の３チャンネルによるマルチチャンネル放送を行うとともにデータ放送をあ
わせて行う。番組の種類，番組編成期間及び放送時間は以下のとおり。 
 

① 番組の種類 

番 組 名 番 組 内 容 

授業番組 学生の授業履修を目的に，全授業科目を放送。単位認定試験までに 15
回放送。 
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生涯学習支援番組 大学の単位に限らず，幅広い知識への興味関心に応える番組。シリーズ
名の例は以下のとおり。 

データサイエンス，BS キャンパス ex 特集，特別講義，”科学”から
の招待状，公開講座セレクション，クロス討論，スペシャル講演，16
番目の授業，放送大学アーカイブス・知の扉，キャリアアップ，高度
学術番組 等 

告知番組 放送大学の魅力を伝える告知番組 
（番組例） 
授業科目ガイド，全国学習センターめぐり，キャンパスガイド 等 

 
 

② 番組編成期間及び放送時間 
 

・令和４年度第１学期 
 

授業番組及び告知番組 
・BS232ch（テレビ）及び BS531ch（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 
（令和４年４月１日～７月 14 日） 

テレビ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時 45 分まで 
 
ラジオ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から木曜 午前６時から翌午前０時 45 分まで 
金曜及び土曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 

夏期学習期間 
（令和４年７月 15 日～９月 30 日) 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
 生涯学習支援番組及び告知番組 

    ・BS231ch（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 
（令和４年４月１日～７月 14 日） 

テレビ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時 45 分まで 

夏季期間 
（令和４年７月 15 日～９月 30 日) 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
・令和４年度第２学期 

 
 授業番組及び告知番組 

・BS232ch（テレビ）及び BS531ch（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 
令和４年 10 月１日～12 月 28 日 
令和５年 １月５日～ １月 20 日 

テレビ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時 45 分まで 
 
ラジオ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から木曜 午前６時から翌午前０時 45 分まで 
金曜及び土曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 

年末・年始学習期間 
令和４年 12 月 29 日 
～令和５年１月 ４日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

冬期学習期間 
（令和５年１月 21 日～３月 31 日） 
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生涯学習支援番組及び告知番組 
・BS231ch（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 
令和４年 10 月１日～12 月 28 日 
令和５年 １月５日～ １月 20 日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時 45 分まで 

年末・年始期間 
令和４年 12 月 29 日 
～令和５年１月 ４日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

冬季期間 
（令和５年１月21日～ ３月31日） 

※第２学期の番組編成期間及び放送時間は現時点での予定である。 
 
 
（２）放送番組運行システムの安定運用 
安定した放送を確保するため，放送番組運行システムの安定運用を継続するとともに，放送関連施

設及び機器の保全・管理等を行う。 
 
 

（３）学生等の受信環境の向上 
学生等の受信環境の向上のため，放送大学の番組を放送していないケーブルテレビ事業者に対し再

放送の実施を働きかける。 
 
 

３ 前２号に
掲げる業務
に附帯する
業務に関す
る事項 

（１）調査研究の実施 
 
① 学生に対して，放送番組に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査

を実施し，その結果の活用を図る。（視聴状況調査） 
 
② 放送大学 YouTube チャンネルの登録者数,radiko（IP サイマルラジオ）のアクセス数を取得す

るなど,メディア活用状況の現状を把握し,Web の更なる積極的な活用により放送授業・オンライ
ン授業・生涯学習支援番組への案内の強化策を検討する等，学園の今後のメディア活用方策につ
いて調査研究する。 

 
③ 生涯学習支援番組に対する視聴者からの意見募集を行い定量的・定性的な調査を実施して，そ

の結果を分析するとともに関係部門にフィードバックすることにより，生涯学習支援番組の充実
を図る。 

 
④ デジタルバッジの活用の検討を踏まえ，「数理・データサイエンス・AI 講座」の新設講座にデ

ジタルバッジを活用する。 
 
 

４ 財務に係
る特別な事
項 

特別修繕準備金 
特別修繕準備金から 350,000,000 円を取り崩して特別修繕費に充てる。 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 

添 付 書 類 

 

 

 

１．令和４会計年度予定貸借対照表 

 

２．令和４会計年度予定損益計算書 

 

３．令和３会計年度予定貸借対照表 

 

４．令和３会計年度予定損益計算書 

 

５．令和３会計年度事業報告書 

 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等（該当なし） 

 

７．令和４会計年度収入支出予算 

 



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

5,600,887

19,739,616

△ 10,190,799 9,548,816

317,480

△ 272,295 45,184

4,815,949

△ 3,783,083 1,032,865

2,367,699

△ 2,231,725 135,973

5,484,490

14,871

△ 9,508 5,362

21,853,582

２

3,889

75,998

22

79,910

３

1,509,779

63,064

1,572,844

23,506,337

Ⅱ

2,502,435

202,602

3,380,000

3,902,986

719

1,100

9,989,845

33,496,182

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

現 金 及 び 預 金

商 標 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

減 価 償 却 累 計 額

令 和 ４ 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(令和5年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置



負　　債　　の　　部

Ⅰ

6,408,241

40,904

890,018

691,006

218,347

34,537

8,283,056

Ⅱ

3,902,986

2,687,467

214,746

115,020

1,530,220

570,032

2,299

280,178

23,613

9,326,565

17,609,622

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

6,138,467

△ 10,882,206

△ 33,521

313,282

505,374

△ 3,958,602

Ⅲ

610

610

15,886,560

33,496,182

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

拠 出 合 計

負 債 拠 出 合 計

損益 外減 価償 却累 計額

損益 外利 息費 用累 計額

特 別 修 繕 準 備 金

放送 大学 教育 振興 基金

拠 出 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

短 期 リ ー ス 債 務

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

拠 出 金

政 府 拠 出 金

拠 出 剰 余 金

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

資 産 除 去 債 務

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

前 受 金

預 り 寄 附 金

預 り 金

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 寄 附 金



 （単位：千円）

Ⅰ

5,376,919

573,300

25,190

5,962,964

15,121

54,186

2,136,009

64,225

98

7,910 8,009

167,516

14,383,442

Ⅱ

13,635,131

748,311

14,383,442

0

Ⅲ

41,265

679

41,945

Ⅳ

41,945

41,945

0

0

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 損 失

当 期 総 利 益

臨 時 損 失

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

経 常 費 用 合 計

経 常 利 益

臨 時 利 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

臨 時 利 益 合 計

経 常 収 益 合 計

運 営 費 補 助 金 等 収 益

受 託 研 究 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

雑 益

検 定 料 収 益

令 和 ４ 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(自　令和4年4月1日　至　令和5年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益



Ｉ

0

610 610

Ⅱ 610次 期 繰 越 利 益

　令和４会計年度（予定）
利益の処分に関する書類

(令和5年3月31日）

（単位：千円）

当 期 未 処 分 利 益

当 期 総 利 益

前 期 繰 越 利 益



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

5,600,887

19,389,616

△ 9,722,537 9,667,079

317,480

△ 268,282 49,198

4,819,459

△ 3,270,740 1,548,719

2,471,850

△ 2,126,936 344,913

5,522,046

14,871

△ 8,139 6,732

22,739,577

２

3,889

345,018

157

349,064

３

1,509,779

63,064

1,572,844

24,661,486

Ⅱ

2,832,906

202,602

3,380,000

3,902,986

719

1,100

10,320,315

34,981,802

工 具 、 器 具 及 び 備 品

令 和 ３ 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(令和4年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

商 標 権

減 価 償 却 累 計 額

図 書

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

未 収 入 金

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計



負　　債　　の　　部

Ⅰ

7,159,186

105,809

845,056

691,006

217,179

58,150

9,076,389

Ⅱ

3,902,986

2,687,467

214,746

115,020

1,530,220

570,032

2,299

305,711

31,351

9,359,836

18,436,225

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

5,788,693

△ 10,224,483

△ 32,352

663,282

505,274

△ 3,299,586

Ⅲ

610

610

16,545,577

34,981,802

流 動 負 債

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 寄 附 金

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

資 産 除 去 債 務

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

資 産 見 返 補 助 金 等

前 受 金

預 り 寄 附 金

預 り 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

短 期 リ ー ス 債 務

拠 出 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

拠 出 金

政 府 拠 出 金

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

損益 外減 価償 却累 計額

損益 外利 息費 用累 計額

特 別 修 繕 準 備 金

放送 大学 教育 振興 基金

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

拠 出 合 計

負 債 拠 出 合 計



 （単位：千円）

Ⅰ

5,761,544

549,108

24,127

5,962,795

15,806

51,582

2,135,840

64,225

118

9,506 9,625

151,860

14,726,514

Ⅱ

14,908,423

818,190

15,726,614

△ 1,000,099

Ⅲ

1,000,100

41,265

679

1,042,045

Ⅳ

41,945

41,945

0

0

0当 期 総 利 益

固 定 資 産 売 却 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

臨 時 利 益 合 計

臨 時 損 失

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 損 失

特 別 修 繕 準 備 金 取 崩 額

臨 時 利 益

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

雑 益

経 常 収 益 合 計

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

経 常 費 用 合 計

経 常 損 失

令 和 ３ 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(自　令和3年4月1日　至　令和4年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益

検 定 料 収 益

運 営 費 補 助 金 等 収 益

受 託 研 究 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入



Ｉ

0

610 610

Ⅱ 610次 期 繰 越 利 益

　令和３会計年度（予定）
利益の処分に関する書類

(令和4年3月31日）

（単位：千円）

当 期 未 処 分 利 益

当 期 総 利 益

前 期 繰 越 利 益



 
 
 
 
 

令 和 ３ 会 計 年 度 
 

５．事 業 報 告 書 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

放 送 大 学 学 園 
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Ⅰ 放送大学学園の概要 
 

法人の名称  放送大学学園 
 

業 務 内 容 １ 放送大学を設置し，これを運営すること 
２ 放送大学における教育に必要な放送を行うこと 
３ １及び２に掲げる業務に附帯する業務を行うこと 

 
事務所の 所在地 千葉県千葉市美浜区若葉２丁目11番地 
電話番号  043－276－5111（総合受付） 
ＦＡＸ番号  043－298－4376 
ホームページＵＲＬ https://www.ouj.ac.jp 

 
設立に係る根拠法 放送大学学園法（平成14年12月13日法律第156号） 

 
主 管 省 庁 名 文部科学省，総務省 

 
建学の精神     第１条 この法律は，放送大学の設置及び運営に関し必要な事項を定めることにより，大学 
（放送大学学園法）     教育の機会に対する広範な国民の要請にこたえるとともに，大学教育のための放送の

普及発達を図ることを目的とする。 
第３条 放送大学学園は，大学を設置し，当該大学において，放送による授業を行うととも

に，全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うことを目的とす
る学校法人（私立学校法（昭和24年法律第270号）第３条に規定する学校法人をいう。）
とする。 

 
沿      革  昭和56年  ７月 放送大学学園設立 

昭和58年  ４月 放送大学設置 
昭和59年  10月 東京放送局免許 
昭和59年  12月 前橋放送局免許 
昭和60年  ４月 関東地方の一部において，テレビ（地上アナログ放送）・ラジオによる授

業放送を開始するとともに学生を受入れ 
平成２年  10月 関東地方以外において，順次ビデオ・オーディオテープを利用した授業等

を行うとともに学生を受入れ 
平成10年  １月 衛星（CS）放送による授業番組等の全国放送の開始 
平成10年  10月 全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始 
平成13年  ４月 放送大学大学院修士課程設置 
平成14年  ４月 放送大学大学院修士課程学生受入れ開始 
平成15年  10月 特殊法人から特別な学校法人へ移行 
平成18年  12月 地上デジタル放送開始（放送エリアは地上アナログ放送と同様） 
平成21年  ６月 BSデジタル放送の委託放送業務の認定 
平成23年  ７月 地上アナログテレビ放送の終了 
平成23年  10月 BSデジタル放送による授業番組等の全国放送の開始 
平成24年  ３月 CS放送の終了 
平成26年 ４月 放送大学大学院博士後期課程設置 
平成26年  10月 放送大学大学院博士後期課程学生受入れ開始 
平成27年 ４月 オンライン授業の開始 
平成30年 ４月 学習教育戦略研究所設置 
平成30年 ９月 地上デジタル及びFMラジオによる授業放送終了 
平成30年  10月 BSマルチチャンネル放送開始 

 

設置する学校・学部・学科等   放送大学 教養学部教養学科 
大学院文化科学研究科文化科学専攻 

  

https://www.ouj.ac.jp
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教養学部及び大学院の学生数の状況 
 

・教養学部 
（令和４年３月１日現在） 

 入学定員 
入学者数 

収容定員 現員数 令和３年度 
第1学期 

令和３年度 
第2学期 

全科履修生 15,000人 8,944人 5,294人 60,000人 58,329人 

選科履修生 
40,000人 

10,576人 5,576人 
40,000人 

16,217人 

科目履修生 5,320人 7,112人 7,112人 

特別聴講学生 ― 1,065人 3,093人 ― 3,093人 

計（※） 55,000人 24,820人 17,982人 100,000人 81,658人 

※合計からは特別聴講学生（単位互換制度により本学の授業科目を履修する他大学等の学生）の数を除く。 
 

・大学院文化科学研究科                 
（令和４年３月１日現在） 

 入学定員 
入学者数 

収容定員 現員数 令和３年度 
第1学期 

令和３年度 
第2学期 

修士全科生 500人 281人 ― 1,000人 861人 

修士選科生 
11,000人 

1,913人 810人 
11,000人 

2,765人 

修士科目生 404人 527人 527人 

特別聴講学生 ― 6人 3人 ― 3人 

博士全科生 15人 10人 ― 40人 68人 

計（※） 11,515人 2,545人 1,402人 12,040人 4,240人 

※合計からは特別聴講学生（単位互換制度により本学の授業科目を履修する他大学等の学生）の数を除く。 
 

収容定員充足率 
 

・教養学部 

年  度 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

全科履修生 97.1% 95.4% 95.7% 93.5% 95.0% 93.9% 95.4% 94.8% 97.6% 97.2% 

選科履修生・
科目履修生 

59.9% 62.0% 58.7% 60.2% 54.8% 55.9% 51.4% 56.8% 54.0% 58.3% 

合計 82.2% 82.0% 80.9% 80.2% 78.9% 78.7% 77.8% 79.6% 80.1% 81.7% 

 
・大学院文化科学研究科 

年  度 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

修士全科生 109.9% 107.6% 106.3% 104.6% 96.8% 95.0% 87.0% 86.1% 82.1% 81.2% 

修士選科生・
修士科目生 

36.9% 38.8% 35.2% 35.4% 31.6% 30.9% 28.3% 30.1% 29.3% 29.9% 

博士全科生 153.3% 140.0% 180.0% 180.0% 165.7% 165.7% 170.0% 170.0% 142.2% 142.2% 

合計 43.3% 44.8% 41.5% 41.5% 37.4% 36.6% 33.6% 35.2% 34.1% 34.6% 
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役員の概要 
定数：理事７人以上９人以内（うち常勤６人以内），監事２人 

（令和４年１月１日現在） 

氏  名 役  職 任  期 経  歴 

有 川 節 夫 理 事 長 
令和３年 4月 1日～ 
令和５年 3月31日 

昭和60年 4月 九州大学教授 
平成20年10月 九州大学総長 
平成29年 4月 放送大学学園理事長 

岩  永  雅  也 理 事 （ 学 長 ） 
令和３年 4月 1日～ 
令和７年 3月31日 

平成12年 4月 放送大学教授 
平成19年 4月 同東京足立学習センター所長 
平成29年 4月 同附属図書館長 
平成30年 4月 同副学長 
令和3年  4月 放送大学長 

山 下 和 茂 理 事 
令和３年10月 1日～ 
令和５年 9月30日 

昭和59年 4月 文部省入省 
平成29年 4月 文部科学省大臣官房付（（併）内

閣官房内閣審議官（内閣官房副長
官補付）［文化経済戦略特別チー
ム副チーム長］） 

平成30年10月 放送大学学園理事 

髙  野  寿  也 理 事 
令和３年10月 1日～ 
令和５年 9月30日 

平成2年  4月 大蔵省入省 
令和元年 7月 住宅金融支援機構監事 
令和3年  7月 放送大学学園理事 

久  恒  達  宏 理 事 
令和３年10月 1日～ 
令和５年 9月30日 

平成2年  4月 郵政省入省 
令和元年 7月 宇宙航空研究開発機構理事補佐 
令和3年  7月 放送大学学園理事 

近  藤  智  嗣 理 事 
令和３年 4月 1日～ 
令和５年 3月31日 

平成25年 7月 放送大学教授 
平成29年 4月 同オンライン教育センター長 
令和3年 4月 放送大学学園理事・放送大学副

学長 

髙  橋  裕  子 理 事 （ 非 常 勤 ） 
令和３年10月 1日～ 
令和５年 9月30日 

平成16年10月 津田塾大学教授 
平成28年 4月 津田塾大学学長 
令和3年 10月 放送大学学園理事（非常勤） 

中  山  俊  憲 理 事 （ 非 常 勤 ） 
令和３年10月 1日～ 
令和５年 9月30日 

平成13年 4月 千葉大学教授 
令和3年  4月 千葉大学長 
令和3年 10月 放送大学学園理事（非常勤） 

篠  原  朋  子 理 事 （ 非 常 勤 ） 
令和３年10月 1日～ 
令和５年 9月30日 

昭和56年 4月 日本放送協会入局 
令和3年 10月 学校法人ＮＨＫ学園理事長 
令和3年 10月 放送大学学園理事（非常勤） 

出 口 利 定 監 事 （ 非 常 勤 ） 
令和２年 6月 1日～ 
令和４年 5月31日 

平成9年  4月 東京学芸大学教育学部教授 
平成26年 4月 東京学芸大学学長（令和2年3月

まで） 
令和2年  6月 放送大学学園監事（非常勤） 

大 河 原 遼 平 監 事 （ 非 常 勤 ） 
令和３年10月 1日～ 
令和５年 9月30日 

平成20年12月 弁護士 
令和3年 10月 放送大学学園監事（非常勤） 
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評議員の概要 ・理事長の諮問に応じ，放送大学学園の業務の運営に関する重要事項について審議する。 
・放送大学学園の業務の運営につき，理事長に対して意見を述べる。 

 
定数：20～27人 現員：26人 

 
（令和３年３月１日現在） 

氏  名 職   名   等 

石  井   潔 
磯 部 雅 彦 
岩 永 雅 也 
牛 木 辰 男 
帯  野 久美子 
菊 川 律 子 
北 野 敏 夫 
隈 部 正 博 
小  林 富貴子 
近  藤  智  嗣 
篠  原  朋  子 
髙 橋 裕 子 
田  中  愛  治 
辻  篤 子 
徳 田 英 幸 
冨  塚  昌  子 
永 井 和 之 
永 原  伸 
中  山  俊  憲 
濱 田 純 一 
板 東 久美子 
福 田 益 和 
松 井 房 樹 
御手洗   康 
室 伏 きみ子 
若 泉 久 朗 

放送大学静岡学習センター所長 
高知工科大学学長 
放送大学長 
一般社団法人国立大学協会会長（国立大学法人新潟大学長） 
株式会社インターアクト・ジャパン代表取締役 
放送大学副学長 
放送大学同窓会連合会会長 
放送大学副学長 
放送大学大学院博士後期課程修了生 
放送大学副学長 
学校法人ＮＨＫ学園理事長 
津田塾大学学長 
日本私立大学団体連合会会長（早稲田大学総長） 
中部大学学術推進機構特任教授 
国立研究開発法人情報通信研究機構理事長 
千葉県教育委員会教育長 
公益社団法人私立大学通信教育協会会長（中央大学元総長・学長） 
一般社団法人日本民間放送連盟専務理事 
国立大学法人千葉大学長 
公益社団法人国土緑化推進機構理事長 
日本司法支援センター理事長 
全国専修学校各種学校総連合会会長 
楽天モバイル株式会社代表取締役副社長 
学校法人共立女子学園長・理事長 
国立大学法人お茶の水女子大学名誉教授・前学長 
日本放送協会理事 

 
 

教職員の概要 専任教員：80人 ※役員である教員２人を除く。 
（常勤） 学習センター所長：50人 

常勤職員：251人 
（令和４年３月１日現在） 
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Ⅱ 事業の実施状況 
 
１．主な事業の概要 
 
１－１ 放送大学を設置し，これを運営することに関する事項 

 
（１）学生の募集等 

 

入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー） 

教養学部 【求める人材像】 
本学は，広く国民に高等教育の機会を提供することを教育理念としており，一

定の条件を満たし，学ぶ意欲のある者であれば誰でも入学することができます。 
 
【入学者選抜の方法】 

本学の教育理念に鑑み，入学者選抜は行いません。 
 
【求める学習成果】 

高等学校卒業など，一定の条件を具備していることが条件となります。 

大学院文化科学研究
科（修士課程） 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等における豊かな経験を持つ社会人や，専門領域における基礎
知識を有し，学問及びその実践への応用に対する意欲と広い問題意識を持って，
生涯にわたってあらゆる機会，場所において学び，その成果を生かしていくこと
ができる学習者を求めています。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施します。第１
次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選考を実施し，最終合格者を
決定します。第１次選考は英語読解力（一部のプログラム）及び専門的知識や思
考力を問う筆記試験，第２次選考は提出書類を基にした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

学士課程卒業など，一定の要件を満たすことが条件です。 

大学院文化科学研究
科（博士後期課程） 

【求める人材像】 
  地域社会・職場等において直面する課題を解決するための実践に取り組み，豊
かな経験知・実践知を有する社会人や，学問知の獲得に強い意志と意欲を持ち，
より高度な教養知の修得を目指し，生涯にわたってあらゆる機会，場所において
学び，その成果を生かしていくことができる学習者を求めます。 

 
【入学者選抜の方法】 
  入学者選抜は，年に１回，第１次選考と第２次選考に分けて実施します。第１
次選考を実施後，第１次選考合格者に対して第２次選考を実施し，最終合格者を
決定します。第１次選考は英語読解力及び高度な専門的知識や思考力を問う筆記
試験，第２次選考は提出書類を基にした面接試問により行います。 

 
【求める学習成果】 

修士課程修了など，一定の要件を満たすことが条件です。 
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下記のとおり，令和３年度第２学期及び令和４年度第１学期学生募集を行い，入学者の決定を行った。 
修士全科生・博士全科生の入学者選考については，新型コロナウイルス感染症の流行に対応するため，第１次選考では

感染対策を十分に行ったうえで筆記試験を行い，第２次選考はWeb会議システムによる面接試問とし，円滑に実施した。 
 

               （単位：人） 

区  分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 

令和３年度第２学期 
全科履修生 

15,000 
（第１回）６月10日～８月31日 
（第２回）９月１日～９月14日 令和３年度第２学期 

選科履修生 科目履修生 
40,000 

令和４年度第１学期 
全科履修生 

15,000 
（第１回）11 月 26 日～２月 28 日 
（第２回） ３月１日～３月15日 令和４年度第１学期 

選科履修生 科目履修生 
40,000 

令和３年度 
集中科目履修生 

― （学校図書館司書教諭）５月１日～６月７日 

大学院 
文化科学 
研究科 

令和４年度 
修士全科生 

500 

（８月14日～８月25日募集） 
10月２日   第１次選考（筆記試験） 
11月13,14日  第２次選考（面接試問） 
12月15日   最終合格者決定 

令和３年度第２学期 
修士選科生 修士科目生 

11,000 
（第１回）６月10日～８月31日 
（第２回）９月１日～９月14日 

令和４年度第１学期 
修士選科生 修士科目生 

11,000 
（第１回）11 月 26 日～２月 28 日 
（第２回） ３月１日～３月15日 

令和４年度 
博士全科生 

15 

（８月14日～８月25日募集） 
10月２日   第１次選考(筆記試験) 
11月６日   第２次選考(面接試問) 
12月15日   最終合格者決定 

 
（入学者数推移） 
 
教養学部 

（単位：人） 

年  度 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

全科履修生 7,061 3,902 6,917 3,775 7,546 4,210 7,410 4,855 8,944 5,294 

選科履修生 11,474 6,149 11,067 6,137 10,479 5,473 10,285 5,590 10,576 5,576 

科目履修生 6,225 7,118 6,167 6,826 5,241 6,342 4,729 6,735 5,320 7,112 

特別聴講学生 1,285 3,385 1,248 3,448 1,164 3,260 989 3,214 1,065 3,093 

 
大学院文化科学研究科 

（単位：人） 

年   度 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 第1学期 第2学期 

修士全科生 385 359 307 287 281 

修士選科生 2,514 1,047 2,334 935 2,079 817 1,913 810 1,913 810 

修士科目生 451 669 464 579 417 479 371 525 404 527 

特別聴講学生 0 0 7 11 2 2 8 5 6 3 

博士全科生 10 16 11 14 10 
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また，学生の募集にあたり，以下のとおり広報活動を行った。 
 

① 入学者数及び総科目登録数の増加を図るため，データ分析や費用対効果の検証等を活用し，以下の取組みを通じ
て令和３年度第２学期及び令和４年度第１学期の学生募集に係る効果的な広報を展開し，令和３年度第２学期にお
ける学生募集（出願者数）の最終結果は，昨年より増加し 17,462 名となり，令和４年度第１学期においても順調に
推移しており，前年を大きく上回る状況である。 

・学生募集用ポスター，学生募集用リーフレット，動画 CM 等広報資料の作成 
・Web，新聞，テレビ，雑誌等のメディアを活用した学生募集広告の実施 
・学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 
・入学検討者をサポートする動画コンテンツの作成及びインターネット配信 
・インターネットを活用した大学説明会，オープンキャンパス及び個別相談会の実施 
・学校及び図書館等公共機関への資料配付協力要請 
・関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 

 
② 本学のブランドイメージに基づいて各種広報を行い，定期定量評価で検証しながら本学の認知度向上を図ったこ
とで令和３年度４月～12 月の自然検索流入数が前年度から継続して高いレベルとなった。 

・ウェブサイトの充実 
・より効果の高いメディア（Web，新聞，テレビ，雑誌等）を活用した広報の実施 
・公開講演会の企画・実施 
・図書館所蔵コレクションを利用した展示会協力は，新型コロナウイルス感染拡大防止のため実施できなかった。
図書館所蔵コレクションを紹介するウェブページのデザイン改修による，スマートフォンや読み上げへの対応
等のアクセシビリティ向上を行った。 

 

 

（２）学生の教育等 
 

教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー） 

教養学部 【教育課程編成】 
学生の幅広いニーズに対応した体系的かつ弾力的なカリキュラムとなるよう，

学問分野に応じた系統的学習により教養を深めることができ，また，教養の幅を
広げるため，特定の学問分野を超えた幅広い知識の修得が可能となるよう，柔軟
性のある教育課程編成となっています。 

 
【教育内容・方法】 

様々な学生ニーズに対応した授業を，それぞれの環境に合わせて学習できるよ
う，本学では，テレビ・ラジオによる放送授業，インターネットを活用したオン
ライン授業，そして教員と直接対面して行う面接授業の３つの形態により授業を
実施しており，いつでもどこでも学べる環境を確保しています。 

 
【学習成果の評価方法】 

単位認定試験の結果により成績評価を行います。単位認定試験を課さないオン
ライン授業においては，各回における形成的評価と，最終回後に行われる達成度
評価の結果を総合的に判断して成績評価を行います。 

大学院文化科学研究
科（修士課程） 

【教育課程編成】 
修士課程においては，専門知識を修得するための授業科目と研究能力を養う研

究指導を提供します。授業科目は深く広い教養の涵養を図るため，所属するプロ
グラムの科目と他プログラムの推奨科目及び関連科目で構成しています。また，
学士課程の教育課程との有機的接続を念頭に置き，修士課程に同分野における発
展系の科目も開設します。研究指導は，主として論文執筆や研究方法論，学術的
研究手法等の実践的コースワークを重視し，修士論文等を段階的・計画的に作成
できるよう，修士課程の２年間を通じて指導します。 

 
【教育内容・方法】 

授業科目は，テレビ・ラジオによる放送授業の他，インターネットを活用した
オンライン授業を提供します。研究指導では，対面やWeb会議システムなどにより
個別ないし数人に対する指導を行います。また，各学期の後半では，研究指導教
員が課題を出し，それに対する各人のレポートへのフィードバックを行う課題研
究の機会，あるいは集中面接授業の機会を設けています。このようにして，いつ
でもどこでも学べるという柔軟性を持ちつつ，遠方に在住している学生に対して
も個別指導の機会を提供します。 
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【学習成果の評価方法】 
授業科目は，単位認定試験の結果により成績評価を行います。単位認定試験を

課さないオンライン授業は，各回における形成的評価と，最終回後に行う達成度
評価の結果を総合的に判断して厳格な成績評価を行います。研究指導は，修士論
文等に対する審査と口頭試問の結果を総合的に判断して，修士の学位に相応しい
か否かの成績評価を行います。 

大学院文化科学研究
科（博士後期課程） 

【教育課程編成】 
博士後期課程においては，高度な専門知識や精緻な研究方法を修得するための

基盤研究科目と高い研究能力を養う特定研究科目を提供します。基盤研究科目で
は，学術理論及び高度な研究方法を多角的視点から習得するため，メジャー研究
分野の科目とマイナー研究分野の科目で構成しています。特定研究科目では，博
士論文を段階的・計画的に作成できるよう，３年間の対面指導を行い，プログラ
ムの枠を超えて，専攻するメジャー研究分野のみならず，マイナー研究分野も加
えた専任教員が指導に当たります。定期的に開催される研究指導では，論文執筆
に関する指導に加え，研究方法論も指導します。 

 
【教育内容・方法】 

基盤研究科目のうち，メジャー研究分野関連教員のオムニバス講義である特論
では，対面により授業を行い，メジャー研究分野及びマイナー研究分野の研究法
では，対面やWeb会議システムなどにより指導を行います。また，特定研究科目で
は，定期的に課題を出し，対面により指導します。このようにして，通信教育を
基本とする本学においても，密度の濃い授業や研究指導を実施します。 

 
【学習成果の評価方法】 

基盤研究科目は，授業における学習状況と提出されたレポートを基に成績評価
を行います。特定研究科目は，博士論文に対する審査と口頭試問の結果を総合的
に判断して，博士の学位に相応しいか否かの成績評価を行います。 

 

 
① 令和３年度第１学期の在学者（学部81,182人，大学院修士課程4,050人，大学院博士後期課程64人）及び令和３年
度第２学期の在学者（学部84,751人，大学院修士課程4,107人, 大学院博士後期課程64人）に対して放送授業，通信
指導，単位認定試験，面接授業，オンライン授業，研究指導を下記のとおり実施した。 

 

放送授業 
 

・放送授業の放送期間 
第１学期 
令和３年４月１日～７月14日      15週間 

 
第２学期 
令和３年10月１日～令和４年１月13日  15週間 

 
・第１学期は学部283科目（うち新規開設41科目）,大学院54科目（うち新規開設13科目）を放送 
第２学期は学部285科目（うち新規開設2科目）,大学院54科目を放送 

 
令和３年７月15日～９月30日を「夏期学習期間」，令和４年１月14日～３月31日を「冬期学習

期間」として，授業番組の一部を再放送 
なお，各学習期間に限っては一部の授業科目に加え，以下の科目も放送。 
夏期：「司書教諭資格取得に資する科目」（５科目） 

「教員免許更新講習に関する科目」（必修領域１科目，選択必修領域４科目，選択領
域７科目） 

冬期：「教員免許更新講習に関する科目」（必修領域１科目，選択必修領域４科目，選択領域
７科目） 

通信指導 

・放送授業科目について，学期の途中に１回，一定範囲の問題を出題し，その添削を実施（通信指導
の評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる） 

・通信指導提出期限：令和３年５月28日（第１学期） 
令和３年11月30日（第２学期） 

〔令和３年８月17日（集中科目履修生）〕 
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単位認定 
試験 

・教養学部       令和３年７月13日～20日（第１学期） 
            令和４年１月14日～21日（第２学期） 
・集中科目履修 

「司書教諭資格取得に資する科目」 令和３年10月８日 単位認定レポート提出期限 
 
・大学院文化科学研究科 令和３年７月13日～20日（第１学期） 

令和４年１月14日～21日（第２学期） 
※令和３年度の単位認定試験については，新型コロナウイルス感染症の感染状況等を踏まえて，郵送
による自宅受験にて実施した。 

面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スクーリング） 
・面接授業は以下の期間で１科目90分の授業を７回，45分の授業を１回，計８回実施（授業時間とは
別に成績評価のための試験・レポート等の時間を設定） 

第１学期：令和３年４月16日～令和３年８月１日 
第２学期：令和３年10月15日～令和４年２月２日 

・第１学期は，1,030科目開講（うち対面式:800科目，Web:230科目)し，356科目閉講した。 
・第２学期は，1,381科目開講（うち対面式:1,299科目，Web:82科目)し，23科目閉講した。 
 ※Web82科目には，同時双方向Web授業の試行9科目を含む。 

オンライン
授業 

・オンライン授業の配信期間 
第１学期：令和３年４月５日～令和３年８月31日 
第２学期：令和３年10月５日～令和４年２月28日 

 
・第１学期・第２学期ともに学部39科目（うち新規開設６科目），大学院は33科目（うち新規開設５
科目）を配信 

研究指導 
（大学院） 

・大学院修士課程では，研究指導を行い，第２年次の学生は修士論文等の審査を実施 
・大学院博士後期課程では，３名の教員による研究指導チームで博士論文作成のための指導を行い，
博士後期課程第３年次の学生は博士論文等の審査を実施 

・新型コロナウイルス感染症の流行に伴い，修士・博士とも在学生への研究指導・論文口頭試問をWeb
会議システムにより行う等の措置をとり，円滑に実施した。 

 
② 学生の情報リテラシー向上のため面接授業等による情報リテラシー教育を実施するとともに，学生の情報セキュ
リティ意識向上のためｅラーニングによる学習環境を構築し情報セキュリティ研修を実施した。 

 
③ 学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，テレビ授業科目，ラジオ授業科目のインタ
ーネット配信及びIPサイマルラジオの配信を実施した。 

 
④ 専修免許状，特別支援学校教諭免許状，栄養教諭免許状，幼稚園教諭免許状，看護師資格取得等，各種資格の取
得に資する教育を実施した。 

 
⑤ 人生100年時代における社会人の多様な学び直しニーズに応え，忙しい社会人でも学びやすいよう，インターネ
ット上で学習するオンライン授業科目を新たに11科目開講した。 

 
⑥ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に，認証状を発行・授与する科目群履修認証制度の認証プランを23プラ
ン実施した。 

 
⑦ 他大学等との単位互換・連携協力を，令和３年度末までに下記のとおり実施している。 
※連携協力：専修学校や高等学校との連携協力として，専修学校や高等学校に在学しながら放送大学にも入学し，
放送大学の科目を併修する制度 

 

単位互換協定締結校 連携協力協定締結校 

学部 大学院 専修学校 高等学校 

423校 11校 58校 14校 

 
⑧ 教員免許更新講習を開設し，下記のとおり夏期及び冬期に講習を実施した。 

夏期 受講者数 11,724人 冬期 受講者数 1,375人 
 

⑨ 数理・データサイエンス・AI教育に関するコンテンツについて，リテラシーレベルのモデルカリキュラムの内容
を踏まえたインターネット配信公開講座を５講座開設するとともに，新たに応用基礎レベルのモデルカリキュラム
の内容を踏まえた３講座と，より上級レベルの内容に関する４講座を制作した。 

 
⑩ 受講者のキャリアアップに資する実践的な講習を提供し認証を行う「キャリアアップ支援認証制度」として， 学
習指導要領の改訂に対応した主に小学校又は中学校・高等学校の教員向けのインターネット配信公開講座「プログ
ラミング教育プラン」２講座を新たに開設した。 
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⑪ 舞鶴工業高等専門学校等と実施している連携事業において，eラーニング教材の開発に協力するため，放送大学
の映像コンテンツの提供を行った。 

 
⑫ オンライン授業の新たな一形態の「同時双方向Web授業」について，令和４年度以降の本格実施に向けて検討を
進め，第２学期に試行として９科目開講した。 

 
 
（３）卒業の認定等 

 

卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー） 

教養学部 【資質・能力等の養成】 
人文・社会・自然の各学問分野を中核とする幅広い知識を修得し，豊かな教養の

涵養を図ることにより，様々な課題に対して，複眼的視点からのものの見方や考え
方ができるようになり，物事の本質を見極めることのできる総合的理解力が身につ
きます。 
これらの資質・能力を身につけることにより，職場や日々の生活などで生じる様々

な課題に対して，物事の本質を見極め，それらの課題を解決するための糸口を見出
すことができる人材を養成します。 
 
【卒業に必要となる学習成果（条件）】 
複数の分野にまたがって124単位以上を修得する必要があります。 

大学院文化科学研究
科（修士課程） 

【資質・能力等の養成】 
 専攻する専門分野に加えて，他の分野における専門知識や技能を修得し，深く広
い教養を身につけることにより，学術的な研究遂行能力，高度な職業的知識や技能
に基づく総合的判断力及び様々な課題に対して自らの力で解決する能動的探究力を
涵養します。 
これらの資質・能力により，地域社会や職場等，現代社会における様々な課題を

自らの力で解決し，それぞれの地域社会や職場等において活躍する実践的人材を養
成します。 
 
【課程修了に必要となる学習成果（条件）】 
授業科目と研究指導科目を合わせて30単位（臨床心理学プログラムは34単位）以上
を修得し，修士論文等の審査及び試験に合格することが課程修了・学位取得の要件
です。 

大学院文化科学研究
科（博士後期課程） 

【資質・能力等の養成】 
 主に専攻する学問分野（メジャー研究分野）に加えて，関連する学問分野（マイナ
ー研究分野）など，他分野における高度な専門的知識や技能を修得し，学術の理論
及び応用の深奥を極めることにより，物事を俯瞰的に観察する能力と解決が困難な
実際的課題に対応できる創造的実践力が身につくよう指導します。 
これらの資質・能力により，社会に知を発信し，地域社会や職場等における困難

な課題を自らの力で解決し，それぞれの地域社会や職場等の未来を切り拓く知的リ
ーダーとして活躍する人材を養成します。 
 
【課程修了に必要となる学習成果（条件）】 
授業科目と研究指導科目を合わせて17単位以上を修得し，博士予備論文及び博士

論文の審査及び試験に合格することが課程修了・学位取得の要件です。 
 

 
学部において6,778人の卒業認定，大学院修士課程において228人,大学院博士後期課程において８人の修了認定を

行った。 
 

教養学部卒業者数推移 

令和元年度 令和２年度 
令和３年度 

令和３年度末累計 
第１学期 第２学期 計 

5,548人 6,498人 2,535人 4,243人 6,778人 125,027人 

 
大学院文化科学研究科（修士課程）修了者数推移 

令和元年度 令和２年度 
令和３年度 

令和３年度末累計 
第１学期 第２学期 計 

319人 257人 ２人 226人 228人 6,668人 
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大学院文化科学研究科（博士後期課程）修了者数推移 

令和元年度 令和２年度 
令和３年度 

令和３年度末累計 
第１学期 第２学期 計 

２人 11人 ０人 ８人 ８人 36人 

 
 
（４）教材の作成等 

 
① 令和４年度に新たに開設する放送授業科目学部50科目，大学院11科目について，放送教材及び印刷教材を作成す
るとともに， 令和４年度に新たに開設するオンライン授業科目学部４科目，大学院１科目について，オンライン
教材を作成した。 

 
② 聴覚障害者等による受講の便宜を図るため，テレビ授業科目26科目の番組について字幕を付与した。また，ラジ
オ授業科目のインターネット配信６科目ついて字幕を付与した。 

 
③ 生涯学習支援番組（教育研究成果を広く社会に開放し生涯学習に資するための公開講座。以下同じ。）184本を
制作した。 

 
④ 放送番組の二次利用等の円滑化に資するため，番組制作段階において著作権処理について十分配慮するとともに，
著作権処理データベースを運用し，効率的に著作権処理業務を行った。 

 
⑤ オンラインでの収録・配信が可能な簡易スタジオ機能を本部（東京オフィス）内に整備した。また，学習センタ
ーでの収録・配信環境の充実のための撮影機材等を配備し，動画撮影および編集に関する研修を行った。 

 
 
（５）学習センターの運営 

 
① 対面の面接授業の中止（閉講），各授業の受講定員削減，Web授業への変更等の措置を実施した。 

 
② 単位認定試験は代替措置による自宅受験となったため，学習センターでは主に特別措置希望者へ支援，試験問題
等の提供，問い合わせへの対応等を実施した。 

 
③ 再視聴学習機会を提供した。 

 
④ 学習相談，証明書の発行等の学生サービス業務を実施した。 

 
⑤ 各地域の広報活動及び学生募集活動を行った。 

 
 
（６）施設設備の整備 

 
① 本部及び学習センターの施設設備について特別修繕を行った。 

 
② 教育研究環境を整備するため，図書・電子ブック・学術雑誌の充実を図るとともに，附属図書館の閉架書架室の
集密書架の増設，ウェブページの改修を行った。 

 
 
（７）教育改善の取組み 

 
① 授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施した。 

 
② 学部・大学院の教育方法改善を図るため，FD（Faculty Development）講演会を実施した。 

 
③ ICT活用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行い，本学における教育の質向上とICT活用教育
の導入・推進を図った。 
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（８）国際交流の推進 
 

① スリランカ・コロンボでAAOU（アジア公開大学連合）年次大会および理事会が開催され，オンラインにより学長・
副学長が理事会に参加したほか，年次大会では３名の教員が研究発表等を行った。またAAOU理事として，随時メー
ル審議や意見交換を行うとともにAAOUが取りまとめるオンライン遠隔教育についての書籍の制作に向け寄稿や助
言等を行った。その他，ICDE（国際遠隔教育会議）リーダーシップサミットが韓国・ソウルで開催され，オンライ
ンにより学長・副学長が参加し，各国研究者による基調講演及びパネルディスカッション等を視聴した。 

 
② 海外協定校である台湾国立空中大学との共同研究や教材等の共有及び教職員の交流の活性化を図るため，同校と
の国際協力交流協定を更新した。その他，海外協定校（メリーランド大学ほか）とオンラインによる会議を開催し，
今後の共同研究や研究交流等の掘り起こしの他，情報収集，オンラインセミナーの開催等により相互交流を行った。 

 
③ 在外邦人等への教育機会の提供に向けた検討を開始した。 

 
 
（９）研究の推進 

 
① 外部資金による研究費の獲得を学内に働きかけ，外部資金の獲得に努めた。また，外部資金獲得のインセンティ
ブとして，各教員が前年度に獲得した外部資金に係る間接経費の50%に相当する額を，所属するコースの共通経費
に加算配分した。 

・令和３年度科学研究費助成事業獲得状況（新規・継続合計，代表分） 22件 
・令和４年度科学研究費助成事業申請状況（代表分） 17件（令和４年３月１日現在） 

 
② 学習教育戦略研究所において，学習・教育情報の分析等を通じた，より効果的な学習・教育方法の調査・研究や
その成果の活用，学園経営の改善に資する各種情報の収集・分析やその成果の活用等を行った。 

 
 
１－２ 大学における教育に必要な放送の実施に関する事項 

 
（１）放送の実施 

テレビはBS231ch（生涯学習支援番組，告知番組），BS232ch（授業番組，告知番組），ラジオはBS531ch（授業番組，
告知番組）の3チャンネルによるマルチチャンネル放送を行うとともにデータ放送をあわせて行った。番組の種類，
番組編成期間及び放送時間は以下のとおり。 

 
① 番組の種類 

番 組 名 番 組 内 容 

授業番組 学生の履修を目的に，全授業科目を放送。単位認定試験までに 15 回放送。 

生涯学習支援番組 大学の単位に限らず，幅広い知識への興味関心に応える番組。シリーズ名の例は以下のとお
り。 

データサイエンス，ＢＳキャンパスｅｘ特集，特別講義，”科学”からの招待状，公開講座セレク
ション，クロス討論，スペシャル講演，16 番目の授業，放送大学アーカイブス・知の扉，キャリ
アアップ，高度学術番組 等 

告知番組 放送大学の魅力を伝える告知番組 
（番組例） 
授業科目ガイド，全国学習センターめぐり，キャンパスガイド 等 
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② 番組編成期間及び放送時間 
 

・令和３年度第１学期 
 
   授業番組及び告知番組 

・BS232ch（テレビ）及び BS531ch（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 
（令和３年４月１日～７月14日） 

テレビ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜     午前６時から翌午前０時 45 分まで 
水曜から土曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 
 
ラジオ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から木曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 
金曜及び土曜 午前６時から翌午前２時 15 分まで 

夏期学習期間 
（令和３年７月 15 日～９月 30 日) 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
生涯学習支援番組及び告知番組 

    ・BS231ch（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 
（令和３年４月１日～ ７月14日） 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 

夏季特別編成 
（令和３年７月 15 日～９月 30 日) 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
・令和３年度第２学期 

 
授業番組及び告知番組 
・BS232ch（テレビ）及び BS531ch（ラジオ） 

番組編成期間 放送時間 

授業期間 
(令和３年 10 月１日～ 
令和４年１月 13 日) 

テレビ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜     午前６時から翌午前０時 45 分まで 
水曜から土曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 
 
ラジオ 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から木曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 
金曜及び土曜 午前６時から翌午前２時 15 分まで 

冬期学習期間 
（令和４年１月14日～ ３月31日） 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
生涯学習支援番組及び告知番組 

・BS231ch（テレビ） 

番組編成期間 放送時間 

放送期間 
（令和３年 10 月１日～ 
令和４年１月 13 日） 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前１時 30 分まで 

冬季特別編成 
（令和４年１月14日～ ３月31日） 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時 15 分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

テレビ授業科目のEPG（電子番組ガイド）番組詳細情報コンテンツの提供も行っている。 
 
（２）放送設備運行システムの安定運用 

安定した放送を確保するため，放送番組運行システムの安定運用を継続するとともに，放送関連施設及び機器の保
全・管理等を実施した。 

 
（３）学生等の受信環境の向上 

学生等の受信環境の向上のため，放送大学の番組を放送していないケーブルテレビ事業者に対し再放送の実施を働
きかけた。 
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（４）地上波放送設備の撤去 
花見川固定局（中継所）があった土地については，令和３年 5 月に売却を完了した。また，幕張演奏所（本部）鉄

塔の撤去を令和３年 11 月に完了した。 
 
（５）放送事故 

なし 
 
 
１－３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項 

 
（１）調査研究の実施 

 
① 視聴状況調査 

学生に対して，放送番組に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査を実施し，その結
果の活用を図った。 

 
② 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究 

メディア活用状況の現状を把握するため，放送大学 YouTube チャンネルの登録者数,radiko（IP サイマルラジオ）
のアクセス数を取得するなど，総合的なメディア活用の在り方についての調査を行った。また，調査結果を踏まえ
ながら，放送大学 YouTube チャンネルで放送授業・オンライン授業への案内を強化する等，インターネットの積極
的な活用を行った。 

 
③ 視聴者モニター調査 

生涯学習支援番組に対する視聴者からの意見募集を行い，定量的・定性的な調査を行った。また，その結果を分
析するとともに関係部署にフィードバックして，生涯学習支援番組の充実を図った。 

 
④ デジタルバッジの活用に向けた調査研究 

キャリアアップ支援認証制度の講習（インターネット配信公開講座）において現在活用しているデジタルバッジ
について，他大学等における活用状況の調査や，機能の高度化に関する研究を実施することにより，デジタルバッ
ジの活用に向けた検討を行った。 

 
 
（２）次期中期計画の策定 

私立学校法第 45 条の２第２項に基づく中期的な計画として，令和４年度からの６年間を期間とする「放送大学学
園中期計画」の策定を行うとともに，より長期のビジョンも含めた「放送大学学園中長期ビジョン 2033」も併せて策
定し，学園の指針を定めた。 

 
 
１－４ 財務に係る特別な事項 

特別修繕準備金 
特別修繕準備金【未定】円取り崩して特別修繕費に充てた。 

 
 
２．中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況 
 
放送大学学園は，放送大学学園法の定めに基づき，毎会計年度の開始前にその会計年度の事業計画を作成し，主務大

臣の認可を受けることとされている。令和３年度についても，文部科学大臣及び総務大臣の認可を受けた令和３会計年
度事業計画について，各所管において着実に実行した。 
また，放送大学学園は，概ね６年を計画期間とする業務運営計画に基づき各年度計画を毎年度当初に策定し，実施し

ている。令和３年度は第３期業務運営計画（平成28年４月～令和４年３月）の６年度目に該当しており，前年度までの
実施状況も踏まえて単年度の年度計画に反映させ，各所管において着実に実行した。 
なお，業務運営計画の取組状況については，外部有識者により構成される放送大学学園評価委員会を設置し，毎年度

評価を行うともに，業務運営計画期間終了後に，業務運営期間全体を通した業務実績を総括する総合評価をあわせて行
っている。第３期運営計画の取組状況に対する評価は以下のとおりである。（令和３年度の取組状況の評価は，令和４
年５月までに自己評価を決定した上で，令和４年６月に放送大学学園評価委員会での審議を経て確定する。） 
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第３期業務運営計画 

評価 

平成
29年
度 

平成
30年
度 

平成
31年
度 

令和
元年
度 

令和
２年
度 

令和
３年
度 

総合 

Ⅰ 教育
機能等
の強
化・充
実に関
する事
項 

１ 教育
に関す
る事項 

(１)教
育内容
及び教
育の成
果等に
関する
事項 

目標１ 教育体系の再構築        

計画１ カリキュラムの充
実 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画２ 大学院教育の改善 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画３ 現代的要請に応じ
た科目の開設及び新たな
プログラムの開発・推進 

Ａ Ｓ Ｓ Ｓ Ａ - - 

計画４ 放送大学エキスパ
ートの再構築 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

目標２ ICT活用等による
遠隔教育の改善・充実 

       

計画５ オンライン授業の
本格実施 

Ｓ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画６ ICTの活用による
教育の充実 

Ａ Ｓ Ａ Ａ Ａ - - 

計画７ 単位認定制度の改
善 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画８ 放送およびオンラ
イン授業の制作の効率化 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

(２)学
生サー
ビス等
に関す
る事項 

目標３ 学習機会と学習環
境の確保・拡充 

       

計画９ 学習指導の充実 Ｓ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画10 障害者支援の充実 Ａ Ａ Ｓ Ｓ Ｓ - - 

計画11 学習環境における
利便性向上 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

２ 研究に関する事
項 

目標４ 研究活動の推進        

計画12 研究活動の推進 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

３ 地域貢献に関す
る事項 

目標５ 地域貢献の推進        

計画13 学習センターにお
ける活動 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画14 大学・専修学校等
との連携 

Ａ Ｓ Ａ Ａ Ａ - - 

４ その
他の事
項 

(１)国
際化に
関する
事項 

目標６ 国際化の推進        

計画15 海外の公開大学等
との交流促進 Ａ Ａ Ｓ Ａ Ｂ - - 

Ⅱ 業務
運営の
改善及
び効率
化に関
する事
項 

１ 組織運営の改善
に関する事項 

目標７ 組織運営の改善        

計画16 事務職員の採用・
養成 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｓ - - 

計画17 新教員評価制度へ
の移行 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画18 教職員協働の促進 Ａ Ｓ Ａ Ａ Ａ - - 

計画19 IRシステムの整備
と活用 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

２ 放送実施等に関
する事項 

目標８ 放送の安定的運用
等 

       

計画20 次期放送番組運行
システムの構築 

Ｓ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画21 BS放送への完全移
行とマルチチャンネル放
送の展開 

Ａ Ｓ Ａ Ａ Ａ - - 

計画22 新たな放送技術の
活用 

Ａ Ｓ Ａ Ａ Ａ - - 

３ 情報基盤に関す
る事項 

目標９ 安定した情報基盤
の確立 

       

計画23 各種情報基盤の整
備・充実 

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ - - 
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Ⅲ 財務
内容の
改善に
関する
事項 

１ 自己収入の増加
に関する事項 

目標10 自己収入の増加        

計画24 学生納付金収入の
確保 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画25 外部資金等の獲得 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ - - 

２ 経費の抑制に関
する事項 

目標11 経費の抑制        

計画26 業務改善とコスト
管理の徹底 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ - - 

計画27 人件費の抑制 Ａ Ｓ Ｂ Ｂ Ａ - - 

Ⅳ 学生
確保に
関する
事項 

 目標12 学生確保の促進        

計画28 一般に対する広報
（マス広報）の充実 

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｓ - - 

計画29 特定集団に対する
広報（ライン広報）の充
実 

Ｓ Ｓ Ａ Ａ Ａ - - 

計画30 認知度向上の促進 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ - - 

 
※年度計画の評価の基準は次のとおり。 

Ｓ:年度計画を上回って実施している。   Ａ:年度計画を順調に実施している。 
Ｂ:年度計画を十分に実施できていない。 Ｃ:年度計画を実施していない。 

総合評価の基準は次のとおり。 
Ｓ:計画を上回って実施している。     Ａ:計画を十分に実施している。 
Ｂ:計画を十分に実施できていない。   Ｃ:計画を実施していない。 

 
 
Ⅲ 財務の概要 
 
１．決算の概要 
 
（１）貸借対照表関係 

①貸借対照表の状況と経年比較 
（単位：円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

固定資産 28,583,414,507 27,615,051,586 25,820,502,420 25,127,643,466 24,661,486,516 

流動資産 10,502,775,868 9,736,336,063 9,291,056,883 10,100,654,114 10,320,315,883 

資産合計 39,086,190,375 37,351,387,649 35,111,559,303 35,228,297,580 34,981,802,399 

固定負債 12,871,846,791 10,447,143,850 10,042,476,105 9,761,950,294 9,076,389,370 

流動負債 9,314,589,367 8,961,332,880 8,061,359,170 9,108,917,400 9,359,836,021 

負債合計 22,186,436,158 19,408,476,730 18,103,835,275 18,870,867,694 18,436,225,391 

拠出金 19,844,552,191 19,844,552,191 19,844,552,191 19,844,552,191 19,844,552,191 

拠出剰余金 △2,944,776,187 △1,902,260,768 △2,837,194,233 △3,487,733,234 △3,299,586,113 

利益剰余金 △21,787 619,496 366,070 610,929 610,930 

拠出合計 16,899,754,217 17,942,910,919 17,007,724,028 16,357,429,886 16,545,577,008 

負債拠出合計 39,086,190,375 37,351,387,649 35,111,559,303 35,228,297,580 34,981,802,399 

 ※令和３年度は見込額を記載 
 

②損益計算書の状況と経年比較 
（単位：円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

経常収益 13,513,518,709 14,116,062,715 13,664,376,997 13,647,484,279 14,726,514,654 

経常費用 13,539,129,005 14,130,909,370 13,667,909,645 13,656,074,620 15,726,614,653 

経常利益 △25,610,296 △14,846,655 △3,532,648 △8,590,341 △1,000,099,999 

臨時利益 34,933,185 28,988,541 84,776,942 40,962,260 1,042,045,347 

臨時損失 34,933,185 28,330,957 84,769,472 39,717,060 41,945,347 

当期純利益 △25,610,296 △14,189,071 △3,525,178 △7,345,141 1 

特別修繕準備
金取崩額 

24,150,744 14,830,354 3,271,752 7,590,000 0 

当期総利益 △1,459,552 641,283 △253,426 244,859 1 

※令和３年度は見込額を記載 
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（２）収入支出決算書関係 
（単位：円） 

収入の部 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

授業料及び 
入学検定料 

6,034,638,700 5,891,121,500 5,384,396,750 5,961,854,000 6,334,780,000 

雑収入 319,662,765 240,300,920 281,471,942 294,108,007 1,214,326,670 

特別修繕準備
金受入 

26,778,600 169,778,710 6,796,440 7,590,000 143,000,000 

国庫補助金 9,094,452,791 7,778,923,047 7,517,306,072 7,254,019,430 8,758,840,000 

受託収入 13,822,819 18,913,786 12,698,884 17,543,943 15,806,000 

収入の部合計 15,489,355,675 14,099,037,963 13,202,670,088 13,535,115,380 16,466,752,670 

※令和３年度は見込額を記載 
 

（単位：円） 

支出の部 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

管理経費 729,751,903 672,831,430 774,773,527 846,937,328 1,068,877,000 

教材作成等事
業費 

2,846,222,908 2,826,956,384 2,627,059,433 3,106,924,017 3,159,203,000 

教育研究費 8,401,384,689 7,954,075,421 7,999,818,831 7,731,175,716 9,280,151,670 

放送事業費 1,801,589,476 2,314,954,992 1,781,522,973 1,623,829,376 1,631,047,000 

特別修繕費 26,778,600 169,778,710 6,796,440 7,590,000 143,000,000 

放送大学学園
施設整備費 

1,669,805,280 141,527,240 0 201,115,000 1,168,668,000 

受託研究等事
業費 

13,822,819 18,913,786 12,698,884 17,543,943 15,806,000 

支出の部合計 15,489,355,675 14,099,037,963 13,202,670,088 13,535,115,380 16,466,752,670 

※令和３年度は見込額を記載 
 
 
（３）当該会計年度における学園の借入金の借入先，借入れに係る目的及び借入金額 

該当なし 
 
 
（４）当該会計年度において学園が受け入れた国庫補助金等の名称並びに受入れに係る目的及び金額 

名 称  放送大学学園補助金 
目 的  放送大学の設置・運営，放送及び委託放送業務，その他附帯する業務に要する経費の一部に充てること 
金 額  7,590,172,000 円 

 
名 称  放送大学学園施設整備費補助金 
目 的  学園の設置する施設の整備充実を図るため，学園が行う施設の整備に要する経費に充てること 
金 額  1,168,668,000 円 

 
 
２．経営状況の分析，経営上の成果と課題，今後の方針・対応方策 
 
・主な収入は，自己収入（事業収入，事業外収入）と国から措置される補助金収入（運営費補助金，施設整備費補助金）

で構成されている。利益獲得が目的ではないため，原則として収支が均衡するように運営している。 
・今後も，業務運営の改善及び効率化を図り，自己収入の増加と経費の抑制に努め，安定した経営基盤の確立を図る。 

 
 
Ⅳ 放送大学学園が対処すべき課題 
 
１ 生涯学習・教養教育・遠隔教育の中核的機関である放送大学の充実，放送大学の教育に必要な放送の安定的運用を通
じ，我が国の教育への一層の貢献に資する。 

 
２ 放送大学における教育の質保証と向上に努め，数理・データサイエンス・AI 人材の育成など，社会の要請に積極的に
応えるとともに，学習者が学びやすい環境を整える。 



 

 

 
 
 
 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該当なし 

 



令　和　４　会　計　年　度　収　入　支　出　予　算　（案）

（単位：千円）

前 年 度 令和４年度 前 年 度 令和４年度

予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額

(款)事業収入

(項)授業料及入学検定料 6,334,780 5,975,410 △ 359,370 (項)管理経費 1,068,877 738,751 △ 330,126

(款）事業外収入

(項)雑収入 1,212,319 229,811 △ 982,508 (項)教材作成等事業費 3,134,913 2,951,241 △ 183,672

(款)特別修繕準備金受入

(項)特別修繕準備金受入 143,000 350,000 207,000 (項)教育研究費 9,168,144 8,379,104 △ 789,040

(款）補助金収入

(項)国庫補助金 8,354,439 7,389,296 △ 965,143 (項)放送事業費 1,631,047 1,525,421 △ 105,626

(款）受託収入

　(項)受託収入 15,806 15,121 △ 685 (項)特別修繕費 143,000 350,000 207,000

(項)放送大学学園施設整備費 898,557 0 △ 898,557

(項)受託研究等事業費 15,806 15,121 △ 685

16,060,344 13,959,638 △ 2,100,706 16,060,344 13,959,638 △ 2,100,706合　　　　　　計合　　　　　　計

科　　　　　　　　　目

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

比 較
増 △ 減 額

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

比 較
増 △ 減 額

 科　　　　　　　　　目


